
議案第２１号 
 

令和７年度篠栗町水道事業会計予算 
 
（総則） 
第１条 令和 7 年度篠栗町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 
（業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
 

（１） 給水戸数（月平均） 12,793 戸  
（２） 年間総給水量 2,777,000 ㎥  
（３） 一日平均給水量 7,608 ㎥  
（４） 主要な建設改良費    
  配水管整備工事 139,833 千円  
  施設整備工事 57,486 千円  

 
（収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
 
 収 入 

第１款  水道事業収益 645,605 千円  
 第１項  営業収益 614,784 千円  
 第２項  営業外収益 30,820 千円  
 第３項  特別利益 1 千円  

 
 支 出 

第１款  水道事業費用 629,674 千円  
 第１項  営業費用 599,517 千円  
 第２項  営業外費用 28,657 千円  
 第３項  特別損失 500 千円  
 第４項  予備費 1,000 千円  
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（資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 124,331 千円は、当年度分損益勘定留保資金 106,290 千円、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 18,041 千円で、補てんするものとする。） 
 

 収 入 
第１款  資本的収入 187,310 千円  
 第１項  企業債 187,310 千円  

  
支 出 

第１款  資本的支出 311,641 千円  
 第１項  建設改良費 198,448 千円  
 第３項  企業債償還金 113,193 千円  

 
（継続費） 
第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事業名 総額 年度 年割額 

１資本的

支出 

１建設改

良費 

第 1浄水場 

設計・建設工事 
2,876,500 千円 

7 年度 0 円 

8 年度 170,500 千円 

9 年度 1,160,000 千円 

10 年度 1,546,000 千円 

  
 

（債務負担行為） 
第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期間 限度額 

第 1浄水場 運転維持管理業務委託 令和 9 年度 ～ 令和 25 年度 1,252,900 千円 
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（企業債） 
第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

配水管及び

施設等建設

改良工事費 
187,310 千円 証書借入 

4.0%以内（ただ

し、利率見直し方

式で借り入れる政

府資金及び地方公

共団体金融機構資

金について、利率

見直しを行った後

においては、当該

見直し後の利率） 

政府資金及び地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その融資条件によ

り、銀行その他の場合に

はその債権者と協定する

ものによる。ただし、企業

財政の都合により据置期

間及び償還期限を短縮

し、又は繰上償還もしく

は低利に借換えすること

ができる。 
 
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
 
 （１）収益的支出のうち、消費税に不足が生じた場合における営業費用、営業外費用及び

特別損失の間の流用 
 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し又

はそれ以外の経費をその経費の全額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 
 
（１）職員給与費  45,717 千円 

 
（たな卸資産購入限度額） 
第１０条 たな卸資産の購入限度額は、1,129 千円と定める。 

 
 

  令和７年３月３日提出 
 
                          篠栗町長  三 浦  正 
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水道事業会計

 款 項 目 予 定 額
（千円）

01 水道事業収 645,605
   益

01 営業収益 614,784
01 給水収益 587,387
02 受託工事収 2,000
   益
03 その他営業 25,397
   収益

02 営業外収益 30,820
01 受取利息 344
02 営業外雑収 7,695
   益
03 賃貸料 12
05 消費税及び 1
   地方消費税
   還付金
07 長期前受金 22,766
   戻入益
08 引当金戻入 2
   益

03 特別利益 1
02 過年度損益 1
   修正益

令和　７年度 当初予算実施計画
収益的収入及び支出

収  入

備　　　考
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水道事業会計

 款 項 目 予 定 額
（千円）

01 水道事業費 629,674
   用

01 営業費用 599,517
01 原水及び浄 307,159
   水費
02 配水及び給 92,094
   水費
03 受託工事費 2,000
04 総係費 51,943
05 減価償却費 136,461
06 資産減耗費 9,860

02 営業外費用 28,657
01 支払利息 18,657
02 消費税及び 10,000
   地方消費税

03 特別損失 500
05 過年度損益 500
   修正損

04 予備費 1,000
01 予備費 1,000

収益的収入及び支出
支  出

備　　　考

令和　７年度 当初予算実施計画
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水道事業会計

 款 項 目 予 定 額
（千円）

01 資本的収入 187,310
01 企業債 187,310

01 企業債 187,310

令和　７年度 当初予算実施計画
資本的収入及び支出

収  入

備　　　考
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水道事業会計

 款 項 目 予 定 額
（千円）

01 資本的支出 311,641
01 建設改良費 198,448

01 改良費 197,319
02 固定資産購 1,129
   入費

03 企業債償還 113,193
   金

01 企業債償還 113,193
   金

備　　　考

令和　７年度 当初予算実施計画
資本的収入及び支出

支  出
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水道事業会計　　間接法
(単位　円)

Ⅰ業務活動によるキャッシュフロー
　　当年度純利益（△は純損失）
　　減価償却費
　　繰延勘定償却
　　固定資産除却費
　　固定資産売却損
　　退職給付引当金の増減額（△は減少）
　　賞与引当金の増減額（△は減少）
　　修繕引当金の増減額（△は減少）
　　特別修繕引当金の増減額（△は減少）
　　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　　その他引当金の増減額（△は減少）
　　長期前受金の戻入額
　　受取利息及び配当金
　　支払利息及び企業債取扱費
　　未収金の増減額（△は増加）
　　たな卸資産の増減額（△は増加）
　　未払金・未払費用の増減額（△は減少）
　　前払金・前払費用の増減額（△は増加）
　　前受金の増減額（△は減少）
　　その他流動負債の増減（△は減少）
　　その他流動資産の増減（△は増加）
　　小計
　　受取利息及び配当金
　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　業務活動によるキャッシュフロー①

Ⅱ投資活動によるキャッシュフロー
　　固定資産取得・建設改良事業等実施額
　　他会計負担金による収入
　　他会計補助金による収入
　　他会計借入金による収入
　　国庫補助金による収入
　　県補助金による収入
　　負担金による収入
　　固定資産売却による収入
　　投資活動に伴う未収金等の債権の増減額（△は増加）
　　投資活動に伴う未払金等の債務の増減額（△は減少）
　　投資活動によるキャッシュフロー②

Ⅲ財務活動によるキャッシュフロー
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　その他の企業債による収入
　　その他の企業債の償還による支出
　　他会計借入金の償還による支出
　　長期貸付による支出
　　長期貸付返還による収入
　　一時借入れによる収入
　　一時借入金返済による支出
　　短期貸付による支出
　　短期貸付返還による収入
　　リース債務の支払
　　その他収入
　　その他支出
　　財務活動によるキャッシュフロー③

Ⅳ現金預金の増加額④＝①＋②＋③
Ⅴ現金預金の期首残高
Ⅵ現金預金の期末残高

令和７年度  当初予算キャッシュフロー計算書

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

6,776,219
136,461,000

0
0

△ 301,000
0

△ 22,766,000

0
9,858,055

0
0

24,000

0
0
0
0

153,215,662

△ 344,000
18,657,000
2,207,428

0
2,642,960

△ 180,407,274
0
0
0
0

344,000
△ 18,657,000

134,902,662

△ 180,407,274

187,310,000
△ 113,192,285

0
0
0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0
0

692,124,551
720,737,654

0
0

74,117,715

28,613,103
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１　総　括　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

0 6 0 21,886 0 14,306 36,192

0 0 0 0 0 0 0

0 6 0 21,886 0 14,306 36,192

0 6 0 22,413 0 13,863 36,276

0 0 0 0 0 0 0

0 6 0 22,413 0 13,863 36,276

0 0 0 △ 527 0 443 △ 84

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 △ 527 0 443 △ 84

（単位：千円）

備　　考

給　与　費

給　　与　　費　　明　　細　　書

0 0△ 368 △ 452

7,456 43,732△ 368 △ 452

43,280

0

43,280

資本勘定支弁職員

合　　　計

0 0

7,456 43,732

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計

0

7,088

7,088

損益勘定支弁職員

区分

合　　　計

職員数
（人）

比　較

前年度

本年度

区分

合　　　計

合　　　計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

本年度

前年度

法定福利費 合　　計

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計

損益勘定支弁職員
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手当の内訳 （単位：千円）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
管理職
手当

期末勤勉
手当

特殊勤務
手当

816 1,429 282 265 808 1,109 9,597 0

618 1,449 330 206 789 1,097 9,374 0

198 △ 20 △ 48 59 19 12 223 0

２　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

備　　考

726

25△ 1,278

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

（２）初任給 （単位：円）

－

46

311,292

373,639

技能・労務職

303,972

区分

50

一般行政職

－

技能・労務職

技能・労務職

平均給料月額

一般行政職

一　般　会　計　の　制　度

大学卒

－

－

－

－

平均給料月額

令和7年
4月1日現在

－

－

369,375平均給与月額

平均年齢

220,000

194,500

一般行政職

本　年　度

令和6年
4月1日現在

高校卒

平均年齢

平均給与月額

区　　　分

比　　　較

前　年　度

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員1人当り給与

443443

増減額 増　減　事　由　別　内　訳区　　分

220,000

194,500

給　　料 昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分

区　　　分

職員手当

－

－

△ 527

人事異動等による

その他の増減分

説　　　明

人事異動等による

その他の増減分
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級

６　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

５　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

４　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

３　級 （－） 0.0 （－） （－） （－）

２　級 2 （1） 40.0 （－） （－） （－）

１　級 （－） （－） （－） （－）

通号級 （－） （－） （－） （－）

計 5 （1） 100.0 （－） （－） （－）

級

６　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

５　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

４　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

３　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

２　級 1 （1） 20.0 （－） （－） （－）

１　級 （－） 0.0 （－） （－） （－）

通号級 （－） （－） （－） （－）

計 5 （1） 100.0 （－） （－） （－）

区分 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

高度の知
識又は経
験を必要
とする業
務を行う
主事の職

務

主事の職
務

令和6年
4月1日
現在

※（　）内は短時間勤務職員にかかるもの。

一般行政職 技能・労務職

（３）級別職員数
一般行政職 技能・労務職

構成比（%）職員数（人）

構成比（%）
区分

職員数（人）

区分

職員数（人）

職員数（人）

令和7年
4月1日
現在

構成比（%）

（級別の標準的な職務内容）

一
般
行
政
職

構成比（%）

課長、園
長、館長
又は事務
局長の職

務

参事、課
長補佐、
副館長又
は次長の

職務

参事補
佐、主幹、
係長又は
主任主査
の職務

主査の職
務
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６月 １２月 ３月 支給率計

(1.2) (1.2) （－） （2.4）

2.300 2.300 4.60

(1.175) (1.175) （－） （2.35）

2.250 2.250 4.50

(1.2) (1.2) （－） （2.4）

2.300 2.300 4.60

（４）昇給

比率（B）/（A）　（％） 50.0 50.0

本年度 有

（５）期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率（月分）

６号級（人）

備　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

※（　）内は再任用職員にかかるもの。

前年度

一般会計
の制度

有

有

２号級（人）

８号級（人）

3 3

3 3

合　　　計 一般行政職 技能・労務職

6 6

技能・労務職一般行政職合　　　計

44

6

比率（B）/（A）　（％）

44

66.766.7

区　　　　　　分

８号級（人）

６号級（人）

４号級（人）

２号級（人）

6

前
　
年
　
度

号
級
数
別
内
訳

本
　
年
　
度

号
級
数
別
内
訳

昇給に係る職員数（B）
（人）

職員数（A）（人）

区　　　　　　分

昇給に係る職員数（B）
（人）

４号級（人）

職員数（A）（人）
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区　　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

支給率等 24.587 33.271 47.709 47.709

一般会計の制度
（支給率等）

24.587 33.271 47.709 47.709

差異の内容

通　勤　手　当

地　域　手　当

同

同

一般会計の制度との異同区　　　分

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

その他の加算措置等

定年前早期退職特例
措置（2～20%）

備考

定年前早期退職特例
措置（2～20%）

同

同

住　居　手　当

扶　養　手　当

（７）その他の手当
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水道事業会計 (単位　円)

１　固定資産

（１）有形固定資産

　　　イ　土地 412,248,474

　　　ロ　建物 248,314,377

　　　　　減価償却累計額 △ 113,696,284 134,618,093

　　　ハ　構築物 4,623,621,595

　　　　　減価償却累計額 △ 2,103,319,176 2,520,302,419

　　　ニ　機械及び装置 1,259,520,710

　　　　　減価償却累計額 △ 755,308,441 504,212,269

　　　ホ　車両及び運搬具 5,266,075

　　　　　減価償却累計額 △ 4,504,640 761,435

　　　へ　工具器具及び備品 7,885,790

　　　　　減価償却累計額 △ 4,894,426 2,991,364

　　　ト　建設仮勘定 80,998,923

　　　有形固定資産合計 3,656,132,977

（２）無形固定資産

　　　イ　電話加入権 97,380

　　　無形固定資産合計 97,380

　　　固定資産合計 3,656,230,357

２　流動資産

（１）現金預金 720,737,654

（２）未収金

　　　イ　未収水道料金 51,576,536

　　　ロ　その他未収金 660,406

　　　貸倒引当金 △ 2,753,883 49,483,059

（３）貯蔵品 6,083,199

（４）その他流動資産 0

　　　流動資産合計 776,303,912

３　繰延勘定

（１）開発費 0

　　　開発費償却累計額 0 0

　　　繰延勘定合計 0

　　　資産合計 4,432,534,269

令和７年度  当初予算予定貸借対照表

(令和８年３月３１日)

資産の部
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４　固定負債

（１）企業債 1,239,421,675

（２）他会計借入金 0

（３）引当金 0

（４）その他固定負債 0

　　　固定負債合計 1,239,421,675

５　流動負債

（１）企業債 89,647,139

（２）他会計借入金 0

（３）引当金 3,799,000

（４）未払金 26,909,600

（５）その他流動負債 0

　　　流動負債合計 120,355,739

６　繰延収益

（１）長期前受金

　　　イ　国庫補助金 5,558,102

　　　ロ　工事負担金 200,000

　　　ハ　受贈財産評価額 551,497,105

　　　ニ　その他長期前受金 344,851,598

　　　長期前受金収益化累計額 △ 284,181,964

　　　繰延収益合計 617,924,841

　　　負債合計 1,977,702,255

７　資本金

（１）自己資本金 1,680,390,820

　　　資本金合計 1,680,390,820

８　剰余金

（１）資本剰余金

　　　イ．国庫補助金 0

　　　ロ．工事負担金 0

　　　ハ．受贈財産評価額 717,012

　　　ニ．その他資本剰余金 209,156

　　　資本剰余金合計 926,168

（２）利益剰余金

　　　イ．減債積立金 200,000,000

　　　ロ．建設改良積立金 566,738,807

　　　ハ．当年未処分利益剰余金 6,776,219

　　　利益剰余金合計 773,515,026

　　　剰余金合計 774,441,194

　　　資本合計 2,454,832,014

　　　負債資本合計 4,432,534,269

資本の部

負債の部
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注     記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

 （１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産 

    定額法 

    ・主な耐用年数 

      建物        13 年～50 年 

      構造物        5 年～60 年 

      機械及び装置     8 年～40 年 

      車両及び運搬具    5 年 

      工具器具及び備品   3 年～15 年 

 

 ３．引当金の計上基準 

 （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当は、「退職手当負担に関する協定書」に基づき、篠栗町水道事業

会計が毎期支出する福岡県市町村職員退職手当組合に対する一般負担金を除き、一

般会計がその全額を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上してい

ない。 

 

 （２）賞与引当金 

     職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、

当事業年度末における支給見込み額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上

している。 

 

 （３）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上している。 

 

 ４．その他会計に関する書類の作成のための基礎となる重要な事項 

 （１）消費税等の会計処理 
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     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記 

 

 １．引当金の取崩し 

 （１）賞与引当金 

     当事業年度における職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費

の支出にあたり、賞与引当金 3,774 千円を取り崩す見込みである。 

 

 （２）貸倒引当金 

     当事業年度における債権の不納欠損による損失のため、貸倒引当金 300 千円を取

り崩す見込みである。 
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水道事業会計 (単位　円)

　1.営業収益

　　(1)給水収益 523,009,984

　　(2)受託工事収益 0

　　(3)その他営業収益 18,651,910 541,661,894

　２.営業費用

　　(1)原水及び浄水費 277,988,554

　　(2)配水及び給水費 36,424,742

　　(3)受託工事費 1,818,182

　　(4)総係費 56,097,370

　　(5)減価償却費 129,610,000

　　(6)資産減耗費 21,501,412

　　(7)その他営業費用 0 523,440,260

　営業利益 18,221,634

　３.営業外収益

　　(1)受取利息及び配当金 4,000

　　(2)営業外雑収益 6,589,814

　　(3)賃貸料 12,000

　　(4)他会計補助金 0

　　(5)長期前受金戻入益 23,696,000

　　(6)引当金戻入益 2,000

　　(7)その他営業外収益 1,000 30,304,814

　４.営業外費用

　　(1)支払利息 15,804,000

　　(2)繰延勘定償却 0

　　(3)その他営業外費用 0 15,804,000 14,500,814

　経常利益 32,722,448

　５.特別利益

　　(1)固定資産売却益 0

　　(2)過年度損益修正益 910

　　(3)その他特別利益 0 910

　６.特別損失

　　(1)固定資産売却損 0

　　(2)貸倒損失 0

　　(3)過年度損益修正損 454,546

　　(4)その他特別損失 0 454,546 △ 453,636

　当年度純利益 32,268,812

　前年度繰越利益剰余金 0

　その他未処分利益剰余金変動額 0

　当年度未処分利益剰余金 32,268,812

令和６年度  当初予定損益計算書（前年度）

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)
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水道事業会計 (単位　円)

１　固定資産

（１）有形固定資産

　　　イ　土地 412,248,474

　　　ロ　建物 248,314,377

　　　　　減価償却累計額 △ 109,339,284 138,975,093

　　　ハ　構築物 4,614,103,051

　　　　　減価償却累計額 △ 2,124,983,212 2,489,119,839

　　　ニ　機械及び装置 1,265,614,675

　　　　　減価償却累計額 △ 768,044,396 497,570,279

　　　ホ　車両及び運搬具 5,266,075

　　　　　減価償却累計額 △ 4,504,640 761,435

　　　へ　工具器具及び備品 7,515,790

　　　　　減価償却累計額 △ 3,969,426 3,546,364

　　　ト　建設仮勘定 79,823,274

　　　有形固定資産合計 3,622,044,758

（２）無形固定資産

　　　イ　電話加入権 97,380

　　　無形固定資産合計 97,380

　　　固定資産合計 3,622,142,138

２　流動資産

（１）現金預金 692,124,551

（２）未収金

　　　イ　未収水道料金 48,117,349

　　　ロ　その他未収金 6,327,021

　　　貸倒引当金 △ 3,054,883 51,389,487

（３）貯蔵品 6,083,199

（４）その他流動資産 0

　　　流動資産合計 749,597,237

３　繰延勘定

（１）開発費 0

　　　開発費償却累計額 0 0

　　　繰延勘定合計 0

　　　資産合計 4,371,739,375

令和６年度  当初予定貸借対照表（前年度）

(令和７年３月３１日)

資産の部
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４　固定負債

（１）企業債 1,141,758,814

（２）他会計借入金 0

（３）引当金 0

（４）その他固定負債 0

　　　固定負債合計 1,141,758,814

５　流動負債

（１）企業債 113,192,285

（２）他会計借入金 0

（３）引当金 3,775,000

（４）未払金 24,266,640

（５）その他流動負債 0

　　　流動負債合計 141,233,925

６　繰延収益

（１）長期前受金

　　　イ　国庫補助金 5,558,102

　　　ロ　工事負担金 200,000

　　　ハ　受贈財産評価額 551,497,105

　　　ニ　その他長期前受金 344,867,016

　　　長期前受金収益化累計額 △ 261,431,382

　　　繰延収益合計 640,690,841

　　　負債合計 1,923,683,580

７　資本金

（１）自己資本金 1,680,390,820

　　　資本金合計 1,680,390,820

８　剰余金

（１）資本剰余金

　　　イ．国庫補助金 0

　　　ロ．工事負担金 0

　　　ハ．受贈財産評価額 717,012

　　　ニ．その他資本剰余金 209,156

　　　資本剰余金合計 926,168

（２）利益剰余金

　　　イ．減債積立金 200,000,000

　　　ロ．建設改良積立金 534,469,995

　　　ハ．当年未処分利益剰余金 32,268,812

　　　利益剰余金合計 766,738,807

　　　剰余金合計 767,664,975

　　　資本合計 2,448,055,795

　　　負債資本合計 4,371,739,375

負債の部

資本の部
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水道事業会計

款･項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額 節 金　額 金　額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
01 水道事業収益 645,605 645,218 387
 01 営業収益 614,784 614,262 522

01 給水収益 587,387 587,180 207
001 水道使用料 587,387

02 受託工事収益 2,000 2,000 0
001 修繕工事収益 1,000
002 配水管敷設工事収益 1,000

03 その他営業収益 25,397 25,082 315
001 手数料 419 002 給水申込手数料 84

003 工事検査手数料 120
004 証明手数料 4
006 督促手数料 1
007 指定給水装置工事事業者登録手数 210
    料

002 負担金 23,925 001 給水負担金 23,925
004 雑収益 53 001 電気料金相当額負担金 52

002 その他雑収益 1
005 他会計負担金 1,000 001 消火栓修理費用負担金 1,000

 02 営業外収益 30,820 30,955 △ 135
01 受取利息 344 4 340

001 預金利息 344
02 営業外雑収益 7,695 7,240 455

002 その他雑収益 7,695 001 下水道事務負担金 7,695
03 賃貸料 12 12 0

001 賃貸料 12
05 消費税及び地方消費税 1 1 0
   還付金

001 消費税及び地方消費税還付金 1
07 長期前受金戻入益 22,766 23,696 △ 930

001 受贈財産評価額長期前受金戻入益 14,200
002 他会計補助金長期前受金戻入益 22
003 国庫補助金長期前受金戻入益 100
007 その他長期前受金戻入益 8,444

08 引当金戻入益 2 2 0
002 賞与引当金戻入益 1
005 貸倒引当金戻入益 1

 03 特別利益 1 1 0
02 過年度損益修正益 1 1 0

001 過年度損益修正益 1

令和　７年度 当初予算内訳書
収益的収入及び支出

収  入

明　　　細
細　　　節
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水道事業会計

款･項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額 節 金　額 金　額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
01 水道事業費用 629,674 578,314 51,360
 01 営業費用 599,517 551,010 48,507

01 原水及び浄水費 307,159 305,070 2,089
008 旅費 4 001 普通旅費 4
011 備消耗品費 100
012 燃料費 45
013 光熱水費 27
015 通信運搬費 540 001 電話料金 93

002 光回線利用料 106
004 その他通信運搬費 341

017 委託料 57,915 001 運転維持管理等包括業務委託料 57,420
003 業務委託料 495

018 手数料 3,327 001 定期水質検査料 3,319
002 腸内病原細菌検査料 8

020 修繕費 8,000 005 施設等修繕費 8,000
023 動力費 22,665
025 材料費 2,113
026 薬品費 484 002 その他薬品費 484
027 用地費及び補償費 7,174 001 水利補償費 7,174
029 受水費 204,765

02 配水及び給水費 92,094 40,722 51,372
001 給料 7,613 001 一般職給与 7,613
002 手当 4,876 001 扶養手当 78

002 地域手当 490
003 期末手当 1,250
004 勤勉手当 1,037
005 時間外手当 501
006 管理職手当 471
008 通勤手当 135
010 退職手当組合負担金 914

004 賞与引当金繰入額 1,327 001 期末・勤勉手当引当金繰入額 1,101
002 法定福利費引当金繰入額 226

007 法定福利費 2,162 001 職員共済組合負担金 2,162
008 旅費 58 001 普通旅費 8

002 特別旅費 50
011 備消耗品費 61
012 燃料費 306
013 光熱水費 284
014 印刷製本費 38
015 通信運搬費 264
017 委託料 51,078 002 設計委託料 47,428

004 漏水調査委託料 990
007 統合型ＧＩＳ関連委託料 2,660

019 賃借料 452 001 積算システムリース料 442
003 その他賃借料 10

020 修繕費 16,732 001 量水器修繕費 5,732
003 配水管修繕費 10,000
004 消火栓等修繕費 1,000

023 動力費 6,046
025 材料費 500
031 研修費 297

03 受託工事費 2,000 2,000 0
020 修繕費 1,000
030 工事請負費 1,000

令和　７年度 当初予算内訳書
収益的収入及び支出

支　出

明　　　細
細　　　節
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水道事業会計

款･項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額 節 金　額 金　額

04 総係費 51,943 52,105 △ 162
001 給料 14,273 001 一般職給与 14,273
002 手当 8,624 001 扶養手当 738

002 地域手当 939
003 期末手当 2,300
004 勤勉手当 1,830
005 時間外手当 307
006 管理職手当 638
007 住居手当 282
008 通勤手当 130
010 退職手当組合負担金 1,460

004 賞与引当金繰入額 2,473 001 期末・勤勉手当引当金繰入額 2,079
002 法定福利費引当金繰入額 394

007 法定福利費 4,369 001 職員共済組合負担金 4,306
002 職員公務災害補償負担金 63

008 旅費 347 001 普通旅費 28
002 特別旅費 319

011 備消耗品費 154
014 印刷製本費 1,223 001 納付書等印刷費 959

002 パフォーマンスチャージ料 264
015 通信運搬費 2,202 003 郵便料金 2,202
017 委託料 13,727 003 業務委託料 1,980

008 検針業務委託料 9,058
009 料金・会計システム関連委託料 2,689

018 手数料 3,819 003 口座振替取扱手数料 1,201
004 コンビニ収納手数料 1,343
005 クレジット収納手数料 936
006 その他手数料 339

020 修繕費 191 002 車両運搬具修繕費 191
031 研修費 22
034 会費負担金 181 001 日本水道協会会費 131

002 糟屋地区水道協会会費 50
035 保険料 321 001 建物災害共済払込分担金 167

002 水道賠償責任保険料 76
003 自動車任意保険料 60
004 自賠責保険料（車検） 18

036 公課費 17 001 軽油引取税 10
002 自動車重量税（車検） 5
003 その他公課費 2

05 減価償却費 136,461 129,610 6,851
001 有形固定資産減価償却費 136,461 001 建物減価償却費 4,357

002 構築物減価償却費 92,032
003 機械及び装置減価償却費 39,094
004 車輛及び運搬具減価償却費 53
005 工具器具及び運搬具減価償却費 925

06 資産減耗費 9,860 21,503 △ 11,643
001 固定資産除却費 9,859
002 たな卸資産減耗費 1

 02 営業外費用 28,657 25,804 2,853
01 支払利息 18,657 15,804 2,853

001 企業債利息 18,657
02 消費税及び地方消費税 10,000 10,000 0

001 消費税及び地方消費税 10,000

令和　７年度 当初予算内訳書
収益的収入及び支出

　支　出

明　　　細
細　　　節
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水道事業会計

款･項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額 節 金　額 金　額

 03 特別損失 500 500 0
05 過年度損益修正損 500 500 0

001 過年度損益修正損 500
 04 予備費 1,000 1,000 0

01 予備費 1,000 1,000 0
001 予備費 1,000

令和　７年度 当初予算内訳書
収益的収入及び支出

支　出

明　　　細
細　　　節
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水道事業会計

款･項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額 節 金　額 金　額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
01 資本的収入 187,310 260,100 △ 72,790
 01 企業債 187,310 260,100 △ 72,790

01 企業債 187,310 260,100 △ 72,790
001 建設改良等企業債 187,310

資本的収入及び支出
収  入

明　　　細
細　　　節

令和　７年度 当初予算内訳書
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水道事業会計

款･項 目 当年度予定額 前年度予定額 増 減 額 節 金　額 金　額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
01 資本的支出 311,641 466,290 △ 154,649
 01 建設改良費 198,448 343,930 △ 145,482

01 改良費 197,319 293,082 △ 95,763
030 工事請負費 197,319 001 配水管整備工事費 139,833

002 施設等整備工事費 57,486
02 固定資産購入費 1,129 50,848 △ 49,719

001 有形固定資産購入費 1,129 002 工具・器具及び備品 407
004 機械及び装置 722

 03 企業債償還金 113,193 122,360 △ 9,167
01 企業債償還金 113,193 122,360 △ 9,167

001 建設改良等企業債償還金 113,193

細　　　節

令和　７年度 当初予算内訳書
資本的収入及び支出

支　出

明　　　細
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